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１．はじめに
　経済学は、しばしば心理学を軽視することがある。しかし、経済政策を効果的にするためには、
心理的要因を考慮することが重要になる。国民はその政府の経済政策を十分に信頼するだろうか？
消費者は楽観的であるのか、悲観的であるのか？　また心理的要因がどのように彼らの消費支出、
貯蓄、および借金に影響を及ぼすのだろうか？　商品やブランドに対する消費者の態度は、広告に
よってどのように影響されるのだろうか？　人々はどんな結果を公平であり、公正であり、また正
しいと考えるのであろうか？
　われわれは、心理学が経済学の一部として絶対に必要なものであると確信している。消費者、納
税者、企業家、およびその他の経済行為者は、その意思決定を経済的事実の認知と評価に、また将
来の発展についての期待に基礎をおいている。
　経済心理学とは、個々人、小集団（例えば、世帯）および大きな人々のカテゴリー（全体として
の消費者）の経済行動を記述し、説明し、そして予測する科学である。経済心理学は、また経済行
動、すなわち時間、金、および努力の消費と節約を研究する学問である。それは、主として心理学
の理論や概念を利用するものであり、これをなすことによって経済学や経営学に対して、これらの
概念の重要性を明らかにすることができる。
　ここでは、心理学が経済行動の理解に絶対に必要であることを主張したい。極端な表現をするな
らば、経済学は倫理的次元や情緒的次元を含む社会経済学（socio-economics)(1) に再編成されなけ
ればならないし、多くの経済行動は、それなしには理解されえないだろう。これほど極端でないア
プローチでも、経済行動を十分に理解するためには、心理学の概念が経済学や経営学の概念に付け
加えられなければならないだろう。さらに、最も控え目なアプローチでも、心理学の概念がその経
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済学のアプローチ、すなわち、経済行動の中心的説明に止まったままのアプローチ、に１つの特色
を添えるというものである。このように心理学は経済学や経営学という“骨”に“肉”を加えるこ
とになる。
２．社会経済学
　新古典派経済学は効用極大化の世界である。個々の消費者や企業家は、合理的であり、利己的で
あり、また個人主義的であるというところの効用を極大化する人とみなされている。倫理的考慮、
愛情、忠節、利他主義、および掛り合いなどは、通常効用関数には含められない。
　近年、新しいタイプの経済学が出現してきた。すなわち、社会経済学である。社会経済学とは、
心理学的、社会学的、文化学的および人類学的考察に基づいた１つのタイプの経済学であると定義
できるだろう。これらの社会科学や人文科学は個人的行動や社会的行動、意思決定や比較の過程、
情動、規範や価値などに洞察を提供するようになってきた。これらの知識は、人々の経済行動を十
分に理解するために必要であるばかりでなく、欠くことのできないものでもある。
　要するに、社会経済学によれば、古典派ミクロ経済学が経済行動を理解する基礎としてこれらの
知識を借用するためには、綿密に検討する必要があるという。この橋渡しをする次の３つの質問が、
はじめに問われなければならない。すなわち、(1)人間の価値の根源、規範または目標とは何か？
(2)われわれの望む目標を促進するためにはどのような手段があるのか、規範的次元や感情的次元
を含めて合理性のほかにあるのか？そして(3)鍵を握る人物は誰か、個人か集団か？
　新古典派経済学は、資源の配分を有効にするために必要な機構を研究する。それが現実のごく一
部の現れであることを除けば、このアプローチには何の悪いところもない。人々は、常に欲求を順
序づけてしまっているものではない。同時にまた、彼らはその経済行動を左右する倫理的拘束や規
範をもっている。
　意思決定は必ずしも合理的なものではないし、また精神的な圧迫や倫理的な考慮のために、すべ
ての代替案が吟味されるものでもない。ある意思決定や行動は、明らかに合理的な考察と対立する
ものもある。喫煙は肺ガンを誘発するかもしれないという知識は、すべての人々に喫煙を止めさせ
ることにはならない。多くの意思決定は感情的な考慮でなされ、また多くの習慣は慎重な考慮なし
に続けられている。
　新古典派経済学によれば、個々人は独立した単位であるが、実際には、彼らは社会集団の構成員
であり、またこれらの集団に関係のある人々によって影響されるものである。
　社会経済学は、社会学的な次元と心理学的な次元を経済行動の研究の基礎におき、従って新古典
派経済学よりも広い範囲の説明を提供しているのである。
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３．心理学的な概念
　多くの事例では、心理学の概念は、経済行動(2)を説明するために、経済学の概念に付け加えられ
ている。カトーナ（G.katona）は、総体レベルで消費者の消費支出と貯蓄を説明するために、所得
の変化に対する消費者の楽観論と悲観論の指標を加えた。彼は、この２つの要因の結合が所得の
データまたは期待のデータだけよりも、高い予測値を示すことを証明したのである。マーケティン
グ・リサーチにおいては、心理学の概念は経済学の概念、例えば、価格の認知や価格の弾力性、に
はじめて付け加えられたのである。今日では、心理学の概念は消費者行動における経済学の概念に
殆んど受け継がれてきている。
　本稿の要旨は、経済の行為者が動機づけの要因やパーソナリティの要因、情況、期待、社会的比
較方法、属性などによって影響されることを指摘することである。ウォーナリド(K.E.Warneryd)は、
次のようにこれらの要因の全体像を示している｡(3)
　1)　動機づけ要因：実際の状態と望ましい状態の間の食い違いとみられる生物学的、社会学的動
機づけ、および経験的事実認識に基づいた動機づけ。
　2)　経済行動を導いたり、強制したりして社会的なものにすることを通じて発展される価値と規
範。
　3)　記憶情報を新しい情報と結合して、内部環境と外部環境から生ずる情報を処理すること。情
報処理には記号化、変換、および記憶の検索が含まれる。
　4)　物、人、および考え方を判断する個々人の評価の構成概念としての態度。態度は行動の前兆
でなければならない。
　5)　自分自身のインプット、例えば、努力、アウトプット、例えば、関係ある人の弁償と立場、
および他人の社会的影響についての社会的な比較。
　6)　情報を結合し、利益とコストをはかり、そして選択肢の価値を評価するためのルールまたは
実践的な方法。
　7)　原因に対する成功と失敗の要因、およびこのことから将来の行動のために学習すること。
　8)　情報の知覚と評価における感情（情動的な要因）、および行動を導く感情。
　9)　競争試合または集団の成果を集団の構成員の間で分配することにおける取引、および交渉。
　10) ルールまたは実践的な方法を用いることとは別の学習過程。
　11) 将来の出来事や事情の評価と不確実な知識としての期待。
　上記の概念のリストは、経済行動が他の人間行動と同じ要因によって左右されていることを示し
ている。それが個人や集団の経済行動に関する限り、経済学は、主として心理学、および社会学の
要因に基礎をおくものである。
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４．より内容のある説明をするための心理学
　経済学者の中には、経済理論が述べるよりも一層内容のある情況の記述を提供するために、心理
学にある１つの役割を認めるだけの人もいる。経済学は経済行動を説明するために理論と測定用具
を提供するものであり、また心理学は問題となっている現象の感触と一層深い理解を得る追加的証
拠、逸話、実例、および事例を提供するものである。
　心理学がそれによって一層内容のある記述を提供するために用いられるアプローチは、経済モデ
ルが有効であるが、正当なコストと利益以上に、経済行動について述べることが多くあるというこ
とを暗黙のうちに想定している。追加的な情報はなくてはならないものではなく、単に実例となる
ものと考えられる。従って、心理学は本来定量的な経済理論に定性的なものを加えることになるの
である。
　もちろん、われわれはこの心理学の役割に賛成するものではない。１つの科学としての心理学は、
追加的な証拠以上に提供すべき多くのものを持っている。心理学はあまり重要でない末梢的な役割
よりも、むしろ経済行動において中心的な役割を果すものである。言うまでもなく、心理学はそれ
自身定量的な科学である。ただたんに心理学に追加的な役割や実例的な役割を与えることは、容認
できるものではないし、また有効なことでもない。
５．過程と結果
　心理学の貢献は、経済行動を説明するために、追加的要因や代替的要因を提供することだけに限
定されるものではない。心理学はまた過程を記述するためにも用いられるのである。意思決定過程
の結果は当面の問題に関連しているだけではない。つまり、過程それ自体は、経済行為者が情報を
収集し、代替案を比較し、そして選択肢を選ぶことにおいて、どのように進行するのかを教えてく
れるのである。
　経済心理学についてのカトーナの見解は、次の引用文の中で簡潔に述べられている。
　“………経済研究における心理学の根本的な必要性は、経済過程の背後にある要因、つまり経済
活動､意思決定､および選択などの原因である要因､を発見し､そして分析する必要性にある………
‘心理学を欠く経済学’は重要な経済過程を説明することに成功しなかったし、また‘経済学を
欠く心理学’は人間行動の最も一般的な面のうちのあるものを説明することができない｡”(4)
　これらの過程の例には次のようなものがある。
　1)　外部情報源からの情報収集。情報源はいくつ調べられるのか、またどんなタイプの情報源が
調べられるのか？これらの情報源からどの情報が集められるのか？
　2)　情報の統合：選択肢に関する情報は、しばしば数多くの属性価値から構成されている。これ
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らの属性は、どのようにして評価されるのか？異なった属性に関する情報は、どのようにして
代替案の包括的評価に結合されるのか？どちらの意思決定ルールが用いられるのか？(5)
　3)　態度の形成と変更：態度の形成や変更は、充足感の度合に左右されて、非常に苦労してつく
り上げられる過程であるかもしれないし、あるいはそうでないかもしれない｡(6) 情報を調査し、
分析する能力と動機づけは、どの程度の入念に作られたものが期待されうるのかを決定する。
　4)　観察したものを原因とすることはある種の俗人科学である。人々は次の機会にはもっと適切
に反応するために、行動や事象の原因を知りたいと思う。原因の帰するところは、本来情報を
結合する過程にある。
　5)　取引は、ほとんど定義に近い過程である。一連の情報が交換された後に、取引の過程はある
１つの結果に導かれていく。どのようにして人々はその提案を他方に変えるのか？　人々はど
の順序で取引の目標基準を引き上げるのか？　人々は他方の連中の意向や立場について、何を
推論するのか？
　6)　経済の社会化とは両親、先生、および仲間たちによる子供の教育の長期的な過程をいう。若
いうちの早めの経験は、後になって強い影響を受けるかもしれない。学習過程は、子供たちが
結果として経済行動（における変化）を生み出すまでには10数年もかかるだろう。
　経済行動の過程についての知識は、科学的研究の説得力と予測力を高めるものである。結果につ
いての知識ばかりではなく、それらの結果を導く過程や機構についての知識もまた、新しい結果の
予測を容易にするのである。このことは部分的には帰属の問題である｡(7) もし経済行動が情況や条
件に帰属するものであるとされるならば、経済行動が内面的な原因（例えば、選好）に帰因すると
される以上に、人は将来の経済行動についてそれが確実とは思わないだろう。
　これらの例は、過程の研究が心理学の重要な貢献になることを明らかにしている。経済学者たち
は、しばしば結果の予測の基礎をなす仮定条件や過程にではなく、予測にのみ関心を持っているの
である。フリードマン（M.Friedman）でさえも、予測が正しい限り、仮定条件は重要ではないと主
張する｡(8)
　しかしながら、われわれはその基礎をなす過程が十分に理解されない限り、どちらかと言えば、
結果の正しい予測は見込めそうにもないという意見である。その基礎をなす過程についての知識は、
主として結果の予測能力を高め、また経済行為者がこれらの結果に至った理由の理解を深めること
になるであろう。
６．むすび
　一般的には、心理学とは心と行動の学問であると言われている。ここで問題となる行動とは、わ
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れわれの社会における人々の経済行動である。伝統的には、いろいろな心理学の分野が異なったタ
イプの行動を取上げて区別している。１つの専門分野としての経済心理学はこれらの心理学の諸分
野から出現してきたものである。
　経済心理学は個人的、認識的、社会的要因を含む経済行動を取扱うものである。これらの要因を
含むことによって、経済心理学は経済学のアプローチでは説明されえない、また単純には考えられ
えない行動に説明を与える。例えば：
――人々はその所得が長期的に増加しているときには、あまり幸せであるとは思わない；
――多くの人々は銀行に預金をしているが、同時に実質的にはそれよりも高い利率で自動車を購入
するために借入れをしている；
――人々は500円安い衣類を購入するのに２キロメートル歩いて行くが、５千円安い自動車を探す
ために隣の県を訪れようとはしない；
――商品は一般的に、それが所有される前よりも、取得された後の方が高く評価される
　以上のような不可解な行動の多くを解明しようとするのが経済・経営心理学の目的である。経済
行動とは、ここでは経済的意思決定、および経済的意思決定の決定要因と因果関係を含む個人の行
動であると定義する。経済的意思決定は金銭、時間、努力などのような限られた資源に関してなさ
れるものである。行動の決定要因と因果関係の多くは主観的なものであるから、心理学の研究対象
になるのである。このことは、心の過程ではなく、観察できる行動または行動の結果だけが研究さ
れる経済学とは、１つの重要な違いである。
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